
事務事業名
34069 中間支援事業

（中事業）

１．事務事業の概要

（どういう状態

多様な主体による地域自治の確立

実 施 形 態 全部委託

令和05年度　当初予算事業の概要説明書
（兼評価説明書） 1 頁

施 策 03 持続的なまちづくり活動を促進します

基 本 政 策 06

事 業 期 間 単年度 平成３１年度 ～

要 求 区 分 継続

政 策 02 持続可能なコミュニティをつくる

予 算 区 分 政策

条 項

予 算 科 目 ０１－０２０１１４－０９０１００

04 まちづくり課

事 業 の 実 施 を 市 に 義 務 づ け る 国 の 法 令

有 無 なし

法 令 名

3023

部 名 21

課 長 名 藤原　広三 Ｔ Ｅ Ｌ 0795-22-3111

都市経営部 課 名

事業の対象

事 業 概 要

２．対象・目的・内容

内 線

（誰・何を）

（単位：千円）

事業の内容

事業の目的

にするために)

（どういう内容

を行うのか)

事　業　費

３．年度別事業費

県支出金 地 方 債 分担金負担金国庫支出金 使用料手数料 そ の 他 一般財源

令和02年度決算額 2,800 0 0 0 0 0 0 2,800

令和03年度決算額 2,740 773 0 0 0 0 0

令和04年度決算額 2,850 776 0 0 0

0 0 0

令和04年度 総コスト

1,967

0 0 2,074

750 0

2,850

2,250

４．総コストの概算 （単位：千円）
令和04年度のこの事業に

人 件 費(Ａ)
決算額（Ｂ）

0

3,063

事 業 費 の 主 な 使 途 委託料

一般職員

0.03 0.00 0.03 213

（Ａ）＋（Ｂ）

地域課題の解決に取り組む多様な主体を総合的にコーディネートする中間支援業務を委託し、中心市街地及び
市全体のまちづくり活動の活性化を図る。

まちづくり団体、ＮＰＯ法人等

まちづくり活動の支援を通じ、中心市街地の多様な活動が展開されるよう促すことで、中心市街地及び市全体
のまちづくり活動の活性化を図る。

中心市街地及び市全体のまちづくり活動等を支援する業務を委託する。

会計年度任用職員

従事している職員数 従事職員数

令和05年度予算額 3,000



相談所開設日＋開設日以外の対応日

対応日

令和05年度 令和06年度

日

100

単　位 件
ＮＰＯ法人等の設立件数

部

評

年 度 令和03年度

実 績 値 0

価

外

（兼評価説明書） 2 頁

５．事業の実績・目標

指 標 名 単　位

令和05年度　当初予算事業の概要説明書

説明や数式

指 標 目 標 値 100 100

活 動
年 度 令和03年度 令和04年度

① 経 費 （ 千 円 ） 2,740 2,850

100
実 績 値 79 104

指 標 名 単　位

単位当たりのコスト 34.68 27.4

年 度 令和03年度 令和04年度

説明や数式
活 動

令和05年度 令和06年度
指 標 目 標 値

② 経 費 （ 千 円 ）

実 績 値

説明や数式
成 果

支援を受けて設立されたＮＰＯ法人等の数

令和06年度
指 標 目 標 値 1 1 1 1

令和05年度令和04年度

単位当たりのコスト

指 標 名

① 経 費 （ 千 円 ） 2,740 2,850
0

令和04年度

説明や数式
成 果

令和05年度
指 標 目 標 値

指 標 名 単　位

単位当たりのコスト

令和06年度年 度 令和03年度

② 経 費 （ 千 円 ）

実 績 値

単位当たりのコスト

実施主体の妥当性 4

中心市街地の課題解決に取り組むまちづくり団体等を支援し総合的にコーディネートする中間支援事業
を委託した。
各種相談対応に加え、地域課題解決を目指す起業セミナーを開催するなど、地域課題の解決に取り組む
様々な団体を支援し、市民が主体となった活動を推進することができた。

実績・成果

等の説明

６．評価
評 価

5 市民ニーズの把握
事 業 の

事業の優先度(緊急性) 4 事業の必要性
ポイント サービスの対象 3

2

継続実施

4

説 明

次
総合評価

受益者負担の適切さ

評

価

１

多様化する地域課題を行政だけの力で解決することは困難となっており、中心市街地をはじめ各地区
において、市民が主体となったまちづくり活動を進める上で、中間支援の果たす役割は重要となる。
助成金の獲得や情報発信スキル向上に向けた支援など中間支援に求められるニーズも高まっている。
今後も、中心市街地をはじめ西脇市の賑わい創出に向け、多様な主体による活性化が図られるよう継
続して実施する必要がある。


